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民間企業による都市型中高層住宅の普及 

A study on the popularization of mid-to-high-rise downtown apartment houses by  
private companies 

 
 工学研究科都市系専攻     塩原裕樹   

 
 我が国の中高層住宅を普及という点に着目し考察した研究である。その誕生は日本住宅公団との

成果といわれるが、普及においては日本住宅公団と同様に、民間企業の果たした役割が大きいこと

がわかった。民間企業の成果は、戦後の住宅難解消に向けて大量の住宅建設が郊外で進められた中

で、都心部に中高層住宅を建設し続けたことにある。さらに民間企業の経営者の中には、利益を優

先した経営にとどまらず、自らの住宅に対する思想を都市型中高層住宅で実現しようとした者もあ

った。 
It is a study that is focusing on the fact that spread Japanese mid-to-high-rise housing. The birth is the result 
of Japan Housing Corporation. But it was found that a large role that was played by the private sector, in 
dissemination. Outcome of private companies, in a large number of housing construction towards the 
post-war housing shortage eliminated was advanced in the suburbs, is that it continues to build a 
mid-to-high-rise housing in urban areas. In addition, in the private business owners are not limited to 
management that gave priority to profits, was also the person who tried to realize the ideas in urban high-rise 
housing for their own housing. 

 
１ はじめに                   
(1)研究の目的と背景 

元来我が国では、戸建ての持ち家に住むことが一般

的であったため、中高層住宅の歴史はさほど古くない。

1955 年に設立された日本住宅公団が、中高層住宅の誕

生に貢献したといわれる。１その日本住宅公団の住宅

の中高層化の目的は、戦後の住宅難の対応策として住

戸数を供給することであった。 
 しかし、普及という点に着目すると、日本住宅公団

だけでなく民間企業による影響を無視することはでき

ない。中高層住宅の着工戸数の推移（表１）をみてみ

ると、1968 年からは民間企業が日本住宅公団を上回っ

ている。この 1960 年代後半は、未だ戦後の住宅不足は

解消されておらず、日本住宅公団による中高層住宅は、

大衆に十分に供給されていなかった時代である。さら

に、1970 年には、それまで戸建て住宅のみを対象とし

ていた住宅金融公庫融資が、中高層住宅にも行われる

こととなった。このことは、民間の中高層住宅が、住

宅難の解消に貢献していると政府が認めたといえる。

こうしたことから、戦後の住宅不足解消には、日本住

宅公団だけでなく、民間企業の中高層住宅も貢献して

いたといえる。 
 だが、そうした中高層住宅の普及に対しての民間企

業の働きはこれまで語られることはほとんどなかった。

そこで本研究では、民間企業の取り組みとその背景に

ある経営者の思想を考察することで、我が国における

中高層住宅の普及の様子をより鮮明にすることが出来

ると考える。 

表１:民間と公団の中高層住宅着工戸数年別推移 
  
 その民間企業は、1956 年の「四谷コーポラス」を始

まりとし、いくつかのマンションブームと呼ばれる、

供給層などの変遷を経て、現在に至る。特に、第 1 次、

第 2 次マンションブームを比較すると、高所得者を対

象としていたものから、大衆向けへと大きく供給層を

転換している。さらに、第 2 次では、建築戸数を急激

に伸ばしており、民間の中高層住宅が普及したといえ



 

る時期である。 
 そこで本研究では、1956 年から、第 2 次マンション

ブームまでを対象とする。 
(2)研究方法 
 本研究では、中高層住宅の普及に民間企業がどのよ

うな関わりをしたかを明らかにするために、以下のよ

うな方法で考察を行った。 
 まず、戦後、民間企業と同様に中高層住宅の建設を

行っていた日本住宅公団との比較を行う。 
 次に、民間企業が普及に向けて行った具体的な取り

組み、さらにその背景にある経営者の思想を考察する。 
 次に、企業ごとの取り組みと思想を考察する。 
 最後に、当時の新聞広告を用い、消費者の需要を民

間企業がどのように捉えていたかを考察する。 
(3)本研究の位置づけと新規性 

まず、民間企業の中高層住宅についての研究は、第

1 次マンションブーム前、または第 2 次マンションブ

ーム以降を扱っているものがほとんどである。２その

中で、第 1 次、第 2 次を通して考察しているものとし

て、塩田丸男『住まいの戦後史』３と高層住宅史研究

会『マンション 60 年史』４がある。 
前者では、民間企業を一つのまとまりとし、個別の

企業をみるには至っていない。後者では、個別の企業

についても述べられているが、それぞれの思想は取り

扱っていない。また中高層住宅の通史としての性格が

強く、普及に与えた民間企業の働きについての考察は

不十分といえる。 
 本研究では、中高層住宅の普及に与えた民間企業の

取り組みや思想を明らかにするために、経営者に関す

る論考（表７）や新聞広告などを対象としている。 
(4)「マンション」の定義 
 現在「マンション」とは、中高層住宅をさす一般名

詞として用いられているが、それは、初期の民間中高

層住宅が高所得者向けであったことに由来する。当時、

高級感を謳うために、横文字の名称が多く用いられ、

その中でも「マンション」が普及していったのである。

本研究では、一般名詞化する以前を時代対象としてい

るため「中高層住宅」を用いる。 
 
２ 民間企業と日本住宅公団の役割            

本章では、黎明期の中高層住宅建設における、民間

企業と日本住宅公団の果たした役割を比較し考察する。

それぞれの供給の実態をみていくことで、中高層住宅

の普及という点での、日本住宅公団と民間企業の差異

を考察する。 
(1) 建設地の違い 

日本住宅公団と民間企業の中高層住宅建設地の立地

の違いを考察する。日本住宅公団は、政府により出さ

れる住宅建設計画に基づいて事業を行っている。その

住宅建設計画によると、1961 年から 1970 年までは一

貫して、「一世帯一住戸」を目標として掲げている。５

つまり日本住宅公団は、大量の住宅を一定水準で建設

しようとしたため、必然的に郊外に大規模な住宅を建

設することとなった。民間企業も同様に、郊外に戸建

て住宅を建設していたが、一部の民間企業によって、

都心部での中高層住宅が建設される。その背景は、郊

外化が進む中で、深刻な通勤難が生じていたことがあ

る。職住近接の需要に応えて、都心部に中高層住宅を

建設した。その後も高級志向から大衆志向と、供給層

は変わるが、同じ都心部で建設を続けた。 
(2) 建設戸数の比較 
 日本住宅公団と民間企業の住宅建設戸数を比較する。

日本住宅公団の東京支部による市街地での住宅建設戸

数 ６と、民間企業の東京都内の高層住宅建設戸数 ７を

表２:日本住宅公団と民間企業の比較 



 

比較すると、民間企業の方が著しく多いことがわかる。

つまり、公団住宅と比較した民間企業の特徴は、郊外

化に伴う、職住近接の需要に応え、都心部にて建設を

行ったことである。 
 
３ 大衆志向への取り組みと思想                  
本章では、民間企業が普及に向けて行った具体的な取

り組み、さらにその背景にある経営者の思想を考察す

る。２章で述べたが、中高層住宅の普及において民間

企業が果たした役割は、都心部において住宅を供給し

たことである。それに加え第 2 次マンションブームで

は、同じ都心部にて、大衆向けの比較的安価な住宅の

供給を実現した。当時都心部では地価の高騰が著しく、

大衆向けの住宅建設は困難であったと考えられる。そ

の中で民間企業は、住宅の質を下げることで低価格化

を進めた。さらに、中高層住宅の建設、販売の障害と

なっていた法制度の改正などを政府に訴えた。このよ

うな取り組みによって大衆志向の中高層住宅は都心部

にて実現した。そこで、高級志向から大衆志向の転換

における民間企業の取り組みと、思想を考察する。 
(1) 政府への働きかけ 

 当時、中高層住宅の建設、販売、管理における法制

度は十分に整備されていなかった。その改善を図るた

め、1966 年に「日本高層住宅協会」が設立され、都市

再開発法の制定、都市計画法や建築基準法の改正など

を政府に訴え、実現に貢献した。さらに 1970 年には、

中高層住宅が住宅金融公庫融資の対象として認められ、

「日本高層住宅協会」が唯一の窓口となった。 
 さらに、この協会の設立には 5 社の企業が大きく貢

献した。5 社とは、信販コーポラス、東京コープ、秀

和、中銀マンシオン、大日本土木である。これらの企

業は、それぞれに当時の住宅問題に対しての危惧や対

応策を持ち、中高層住宅の建設を行なっていた。８ 

 

表 3:「日本高層住宅協会」入会社名（順不同） 
 

(2) 高級イメージの利用 

第 1 次マンションブームにおいて、高級な住宅を売

り出すために「マンション」などの横文字の名称が生

まれた。その後、第 2 次マンションブームでは、高級

志向から大衆志向へと転換されたが、大衆志向の中高

層住宅においても、「マンション」などの名称は引き続

き用いられたため、質の伴わない高級なイメージのみ

が先行して、消費者に売られているという批判があっ

た。９この「マンション」に類する語が、中高層住宅

全体を称する意味以上に、「高級住宅」という意味を持

っていたことは明らかであり、さらに、この「高級住

宅」の意味を利用して、大衆に売り出していた企業が

多かったことも事実である。しかし、東京コープや中

銀マンシオンは、そうした内容に伴わない高級イメー

ジだけの名称を批判的に捉えていた。１０ 
(3) 意識的な質の低下 

 民間企業は、住宅としての質を下げることによって、

地価高騰の著しい都心部にて、中高層住宅の低価格化

を実現した。しかし、秀和や中銀マンシオン、大日本

土木といった企業の社長らの言説からは、単に質を下

げただけではなく、住宅問題の解決策としての意図が

伺えた。１１彼らは、都心部は騒音や公害などの問題か

ら、質のよい生活が出来る環境でないとした上で、そ

こに勤労者のための住宅をつくろうとしていた。さら

に、都心部と郊外とは、住宅の建設に対する考え方を

変えるべきだ、と主張している。それは、郊外では居

住性に重点を置いた住宅を建設し、都心部では勤労者

のために必要最低限の設備を備えた住宅を造る、とい

うものである。つまり、住宅問題の解決には、従来の

住宅概念から脱却した、新しい考え方の必要性を考え

ていたのである。 
 このように、一部の民間企業は中高層住宅を単なる

儲けの商品としてではなく、住宅問題を解決するため

の手段として捉えていた。そういった使命感のあった

民間企業によって、中高層住宅の普及は進められてい

った。 
 

４ 企業ごとの取り組み                 

本章では、都市型中高層住宅の建設への取り組みを

企業ごとにみていく。民間企業は「日本高層住宅協会」

を設立し、足並みを揃えて、中高層住宅の普及に取り

組んだ。しかし、民間企業はそれぞれに、企業方針が

異なるため、都市型中高層住宅の建設においても、企

業ごとで取り組み方は様々である。 
 また、当時の中高層住宅を建設していた企業は、創

業から間もない企業が多く、創業者の思想が、経営方

針に大きく反映されていた。そのワンマン体制から、

新しい取り組みを次々に行えたことが、中高層住宅の

建設を進める要因となった。 
 



 

(1) 東京コープ 
東京コープは、1960 年に

大脳生理学の医者であった

宮田慶三郎により設立され

た企業である。第 1 次マン

ションブームを牽引した企

業の一つである。しかし、

業界全体が第 1 次マンショ

ンブームの特徴である高級

志向から大衆志向への転換

をする中、東京コープはそ

の転換をしなかった。 
東京コープの特徴としては、我が国初の分譲価格一

億円以上である中高層住宅である「コープ・オリンピ

ア（1965）」などの高級志向の住宅建設である。これは、

宮田の、文化的生活を都心部で実現するという考えに

基づいて建設された。また、宮田は東京コープ以外に

も 2 つの会社を経営しており、経済的な余裕があった

こともこの建設を後押しした。 
さらに、東京コープの最後の建設物である「コープ・

ブロードウェイ・センター（1966 年）」は、400 軒もの

商店が内包された集合住宅である。これは、宮田の中

流階級の勤労者に、新しい事業の場を提供したいとい

う考えの元、計画された。１２ 
 (2) 秀和 

秀和は、小林茂によって 1957 年に設立された企業で

ある。貸しビル業から初め、1959 年に中高層住宅の建

設を始める。初期の高級志向から大衆志向へと供給層

を転換し、1970 年度には建設戸数で業界 2位となった。

小林は、秀和設立時の不動産業界が、「大衆のための事

業になっていない」と危惧しており、不動産の大衆化、

産業化を目指した。１３小林によって生み出されたもの

として、日本初の銀行ローン付き中高層住宅や、ビジ

ネスマンションの起源といわれる「赤坂レジデンシャ

ルホテル（1971 年）」がある。１４また、秀和の特徴と

して、独特なキャッチフレーズがある。１５こうした新

しい取り組みは、小林の「クリエーティブ・アイデア

（創造力）」を重視する経営方針に基づいて行われてい

った。 

 
図２:販売時新聞広告 

表４:「秀和鳥居坂レジデンス」キャッチコピー 
 
(3) 中銀マンシオン 
 中銀マンシオンは、1961 年に弁護士であった渡辺酉

蔵によって設立された企業である。設立当初は銀座や

新宿の小型ビルの建設から始め、高級別荘を手がけた

のち、大衆向けの中高層住宅の建設を始める。 
 中銀マンシオンの特徴は、大衆向けの別荘と中高層

住宅を同時期に手がけていたことである。これは、渡

辺の「一世帯二住戸」の考えに基づいて行われた。渡

辺は自身の病気の経験から、別荘の建設を着想し、さ

らに都心部勤労者には休養のためのセカンドハウスを

持つことを推進していた。１６中銀マンシオンによる初

めての、大衆向け別荘と中高層住宅はそれぞれ、「中銀

渚マンシオン（1963 年）」、「中銀青木公園団地（1965
年）」である。 
 また、渡辺が生み出したものとしては、秀和の「赤

坂レジデンシャルホテ

ル」と同様に、ビジネス

ホテルの起源といわれる

「中銀カプセルマンシオ

ン（1972 年）」がある。１７

これは、住宅を消費物と

して捉え、生活環境の変

化に合わせて住宅も変え

ていくべき、という渡辺

の思想に基づいて、建築

家黒川紀章によって建設

された。１８ 
 

 
図４:「中銀青木公園団地」平面図 

 

５ 消費者と民間企業の関係                

 本章では、新聞広告を用いて消費者と民間企業の関

係を考察する。広告は民間企業にとって、消費者との

やり取りの場である。広告を出す側である民間企業は、

その需要に応え、消費意欲をあおるようなメッセージ

図３:「中銀渚マンシオン」 
平面図 

図１:販売時新聞広告 



 

を広告に込める。そこで、新聞広告を見ていくことで、

民間企業が、当時の消費者の需要をどのように捉えて

いたかを考察する。 
 まず、研究対象として、民間初の分譲中高層住宅で

ある「四谷コーポラス」が建設された 1956 年から、中

高層住宅がある都市居住の一つの形態として、十分に

一般化されたと考えられる 1970 年までの 15 年間とし

た。この 15 年間に、朝日新聞縮刷版（首都版、朝刊の

み）に掲載された新聞広告の中から、中高層住宅の広

告を抽出した。抽出した新聞広告は 5725 件であった。 

(1) 量的変遷 

新聞広告の年別の掲載件数の推移は表 5 のようにな

る。この推移と、民間中古層住宅の着工数の推移を比

べると、新聞広告の方が 1964 年に一度ピークを迎えて

いることがわかる。さらに、第 1 次、第 2 次のマンシ

ョンブームと比較すると、新聞広告の方が着工数の推

移よりも、顕著にブームに対応していることがわかる。 
 詳しくいうと、一般に第 1 次マンションブームは

1963 年から 1964 年であり、第 2 次マンションブーム

は 1968 年から 1969 年を言う。第 1 次と第 2 次の間に

は、東京オリンピック後の不況などにより、住宅業界

全体が不振期を迎えた。しかし、中高層住宅の着工数

の推移では、この第 1 次マンションブームと第 2 次マ

ンションブームの間の推移は横ばいである。それに対

して、新聞広告の掲載量の推移からは、ブーム時の盛

り上がりと、不況による不振期がはっきりと見て取れ

る。 

 
表５:新聞広告の推移 

 (2) 内容的変遷 

新聞広告の中にあるキャッチコピーを取り出し考察

することで、新聞広告の内容の変遷を考察する。ただ

し、年別の変移をみていく上で、年間では大きな違い

は見られなかったので、本節では 1 月だけを対象とし

て調査した。 
 そこで、キャッチコピーの分類としては、大きく 4
つの内容について謳っているものに分類できた。その

４つとは、高級感、低価格やローンの使用が出来ると

いうこと、交通の利便性、生活空間の質の高さである。

そこで、新聞広告の中にキャッチフレーズが見られる

ようになった 1963 年からの８年間について、この 4
つの分類を表にまとめた。（表 6）ただし、一つの広告

に 2 つの要素を含むキャッチコピーがある場合は 0.5
として計算している。 

 

 
高級感を謳う広告は第１次マンションブーム後も見

られるが、割合としては少なくなっている。しかし、

その代わりに低価格を謳うものが増えているとはいい

難い。さらに、交通の利便性を謳うものも増加傾向に

あるものの、割合としては多くない。 
もっとも多いものは生活の質の良さを謳う広告であ

る。特に大衆化志向であった、第２次マンションブー

ムでは、増加傾向にある。つまり、民間中高層住宅の

特徴として、住宅の質の悪さが指摘されていた第 2 次

マンションブームにおいて、質の良さを消費者に対し

て宣伝していた。これは、３章で述べた第１次マンシ

ョンブームの高級なイメージのみを第２次で引き継ぎ、

宣伝していたことと同様に、民間企業の利益至上主義

の現われといえる。 
 

６ 結論                    

戦後の住宅難解消に向けて大量の住宅が必要となり、

1960 年代には宅地の郊外化が進んだ。その中で民間企

業は、都心部に中高層住宅を建設し続けた。また、1965
年頃から、この都市型中高層住宅を大衆向けに、比較

的安価で提供するために、民間企業は住宅の質を下げ

た。これは、郊外化による通勤難が深刻となり、職住

近接の声が高まったことに対応したものであった。さ

らに、一部の企業の中には、単に住宅の質を下げるで

はなく、都市型中高層住宅は勤労者のための住宅とし

て、より合理的に建設されるべきという考えがあった。

この考えを持っていた企業である、秀和や中銀マンシ

オンによって 1970 年初めには、ビジネスマンションの

起源となる住宅も建設される。 
このように、民間企業さらには、民間企業を企業単

位でみていくことで、我が国における中高層住宅の普

及の実態がより鮮明に明らかにできた。一部の民間企

業には、利益至上主義の考えだけでなく、都心部での

中高層住宅によって都市問題や住宅問題を自らが解決

しようとする使命感があった。この２面性が都心部で

表６:キャッチコピーの分類分け 



 

の中高層住宅の普及を推し進めた要因であり、民間企

業の特徴であるといえる。 
本研究は、中高層住宅史、さらには建築史の中で、

公的機関や建築家に比べ、等閑視されがちな民間企業

の働きを見直す上でも、有用であったと考える。 
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討議 

 
討議 [ 三谷講師 ] 

タイトルの都市型中高層住宅と言うことについて伺

います。 
私の解釈では、日本の都市型の住宅と言うと、かつ

ての木造長屋を考えます。これは、きちんと確立した

都市型住宅と理解しています。ですが、防災的に否定

され、その後 RC 造で中高層の住宅が建つようになる

のです。そこで、この研究のタイトルで言う「都市型

中高層住宅」は「都心部に建つ郊外型の中高層住宅」

で必ずしも都市型住宅とは言い切れないのでなはいか。

都市型住宅とは、今現在、これからはこうあって欲し

いということを考えていかなければいかないという最

中にあるのではないかと思います。その中で、都市型

と言い切ってしまっていいのか。それとも都心部にあ

る中高層住宅と言った方がいいのか。 
回答 

後者だと思います。タイトルにて都心部であること

を端的に伝えるために、少し乱暴な言い方になってし

まいました。 
 
 
討議 [ 横山教授 ] 

外堀の話からします。 
中高層といって、中層と高層を一緒にしていますが、

中層まで含めるなら、公団と民間との対比をやってい

るが、公営住宅も入ってくるのではないでしょうか。 
ここでは、完全に公営住宅が除外されていますよね。

中高層住宅の中の字が気になります。高層だけ言うと、

この時代は都心部に中層が結構作られるので、中層も

含めていいと思うのですが、そうすると公営を含まな

いといけないと思います。なぜなら、51C 型は公営で

すから。そういう意味でもう少し評価の対象に含めて

もいいのではと思います。 
 

それから、分譲と賃貸は全く分けずに議論している

けれども、おそらくそれらには違いがあると思います。

それについても、もう少し整理した方がいいと思いま

す。 
 

次に中身に関してです。 
ここで一番面白いのは、都市部で民間企業が頑張り、

量の時代に中高層住宅を作っていった。さらにそれが、

必ずしもビジネスマインドだけではなくて、都市環境

をどうしていくのか、都市計画の中でどうやって増や

していくか、そういうレベルでやっていったというこ

とは分かるのですが、それがどう広がっていったか。

その普及の過程が全く記述されていない。ただ３つ企

業が上げられて、３つの企業がこういう方法でやりま

したっていうことが書かれているだけで、少し気にな

ります。やはり、普及というからには、仮に３つが起

点だとしても、そこからどう展開していって、ある時

代を作っていったのかっていうのを示すべきではなか

ったかと思います。 
それから合わせて、取り上げられている３つの企業

は面白い取り組みをしていて、経営理念から３つの企

業がどういうスタンスで都心部に立地する中高層住宅

をつくったのかというのはわかったのですが、もうち

ょっと高い地価の中でどう低価格化を図っていったの

か、そういった技術的な話とか、ビジネスの中での成

立の用件のようなことをもう少しちゃんと述べた方が

よかったのではないかと思います。例えば、東京コー

プは他の会社で儲けているため、マンションは投資で

いいんだ、色々なことができるんだって言う話があり

ましたが、確かに起点はそうかもしれないけれども、

それがクローズアップされても、やはり民間企業はビ

ジネスとして成り立たなければいけないという前提が

ある訳だから、そこが強調されてもしょうがないと思

います。やはりビジネスとしてどうなるのか、また技

術的にどのように克服していったのかという内容に関

して、もう少し深い分析をしていかないと、研究の意

義があるのか、この研究がこれからどういう意味を持

っていくのか、あるいは、これからの都市型住宅の計

画に、どういう風に繋がっていくのかと言うところが

ちょっと弱いと感じます。 
回答 

まず公営を含めるかについてです。 
同潤会も含める必要があるのかなども考えたのです

が、あくまで、誕生というところの説明は省こうと思

いました。普及に影響を及ぼした誕生とは何だったの

かと考えたときに、中高層住宅を大量建設するという

目的があったのは、日本住宅公団であって、それ以外

は対象外にしようと考えました。 
 
討議 [ 横山教授 ] 

そういうことは無いと思います。戸数からいっても

公営の方が圧倒的に多いです。関東圏でみれば、確か

に公団の方が多いかも知れないですが、やはりそこは

もう少し述べなければならないと思います。 
触れないなら触れないでもう少し理由をちゃんと書く

べきです。 
 
回答 

分譲と賃貸についてです。 



 

公団については、賃貸と分譲の区別をなく考えてい

ます。それ以外は分譲しか扱っていません。まず、当

時の民間企業は大衆志向から安くしようとしていた中

では、賃貸では割に合わないとされており、ほとんど

が分譲であった為です。 
ただ、公団から分譲をのぞいてしまうと、比較対象と

して成立しなくなるほど少なくなってしまうので、公

団との比較は賃貸も合わせて扱いました。 
 

次に、どうのように普及をしていったのか。 
まず、民間を扱う上で、対象範囲の設定が難しく、

中心的な働きをした数社としました。大衆志向の中で、

多くの企業が参入してきますが、それらは中心的な働

きをした数社のまねごとで、思想がなく、儲け主義で

あったことから対象外としました。それが普及である

のですが、普及のベースをつくった企業を扱うという

ことで対象を設定しました。 
 
 

次に地価の高騰の中でどのような技術等でビジネス

を成立させていたかについてです。 
まず、技術面に関しては、研究の中で、民間企業は

公団を参考にしているという印象を受けました。さら

に設備面については、技術の進歩で設備がどんどん新

しくなっていくのだから、今付けて売ってしまったら、

それが数年後には時代遅れの設備になってしまうので

はないか。ならば最初から付けずに、安く箱だけを売

ってしまえという思想を持った企業も確認できました。 
 
 
討議 [ 徳尾野教授 ] 

普及についての既往研究は無いといいましたが、大

阪圏の話だとあります。新聞広告を扱っているものを

研究しています。 
まず、普及というものを見ていくときに大事なもの

は販売価格です。新聞広告をあつめているのであれば、

それが載っているはずです。その推移をみれば、坪数

当たりの販売価格なども見られると思います。あと立

地についても、おそらく、渋谷とか青山とか高級住宅

地近辺から始まって、山手線の外側に広がっていくよ

うなこともはっきり見えてくると思います。 
また規模も、最初の高級は、お屋敷跡などで、数十

戸レベルだったものが、数百戸レベルになっていくな

どが分かると思います。たくさんのデータはあるはず

なのに、分析がしっかりできていない。普及過程を証

明出来るはずなのにできていない。それはもったいな

いことだと思います。 
さらに、間取りなども載っているはずで、それから

公団の亜流から始まって、もしかしたら公団の方に戻

っていくかもしれない。いろんな高級物件からいった

ら２DK に近寄っていく。外観なども、もっと考察で

きるのではと思いました。 
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